


訂正：ZENKAN6月号におきましてお名前に誤りがありました。7ページ「感謝状贈呈式」で小谷野 夫氏（群馬地協）とあるのは小谷野
●雄氏、15ページ「東京地協」で橋章東京電力執行役員多摩支店長とあるのは 橋彰氏の誤りでした。お詫びして訂正いたします。

おことわり：「ISOひそ小噺」「活力ある電気工事店へ」はお休みします。
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3月11日の東日本大震災では、太平洋沿岸の大洗町にも津波が押し寄せた。幸いにも水族館
は生物や建物、設備、水槽に大きな被害はなく、4月1日には復興を祈念し無料開放、同月11
日には通常営業に復帰した。水量1300トンを誇る「出会いの海の大水槽」では茨城の海を再
現し、80種2万匹の魚たちを紹介。オーシャンシアターではイルカとアシカたちによるオーシ
ャンライブがこどもだけでなく大人にも大人気。このほか52種類のサメを集めた専用水槽、
日本最大のマンボウ水槽など見所たくさん。鹿島臨海鉄道大洗駅下車バス15分、またはひた
ちなか海浜鉄道那珂湊駅下車バス7分。入場料大人1,800円、小・中学生900円、3歳以上の幼児
300円。7－8月は無休。お問い合わせは水族館（電話029-267-5151）まで。

【表紙】アクアワールド茨城県大洗水族館（茨城県東茨城郡大洗町）
写真提供：アクアワールド茨城県大洗水族館
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待待待待望望望望論論論論とととと安安安安定定定定供供供供給給給給

◆太陽光も計算可能な貴重な戦力
大震災の影響により、原子力発電所の停止が続き、電力不足が心配される中、そ

の代替として再生可能エネルギー開発の必要性が叫ばれています。その中でもっと

も活発化しているのが大規模太陽光発電所「メガソーラー」です。

一般家庭の屋上や屋根に取り付けられる太陽光発電は、おおむね2～4キロワット

です。自分の家の電力を賄い、余剰分は電力会社に買い取ってもらうことができま

す。こうして設置された太陽光発電の設備容量は、日本全体ですでに335.4万キロ

ワット（2008年末現在、原子力ポケットブック2010年版［電気新聞編］より引用）

にもなり、世界の太陽光設備の25％を占めるほどになっています。日本は、わたし

たちが思っている以上の太陽光発電国なのです。

とはいえ電力の安定供給を行うにあたって、これらの家庭用太陽光発電は「安定

した電源」として計算できるものではありません。これを計算できる「電源」とし

東日本大震災以来、従来にもまして再生可能エネルギーへの注目が高まっていま

す。家庭用としての太陽光発電パネルの受注が急増していることに加え、停電が許

されない浄水場に太陽光パネルを設置する動きもあるなど、節電と万が一の停電の

両方に備えられる太陽光発電への期待は高まりつつあります。

その一方で、電力の供給側として太陽光発電を大幅に増やそうという機運が急速

に高まりつつあります。電気新聞の記事などを紐解きながら、今後の事業の行く末

などについてみてみます。

東京電力は電気の供給力増強へ、再生可能エネルギーの開発計画を継続

する。大規模太陽光発電所（メガソーラー）については、川崎市と同市川

崎区で進める浮島地点（約7000キロワット）が8月、扇島地点（約1万3000

キロワット）が12月に、山梨県と甲府市で進める米倉山地点（約1万キロワ

ット）が12年1月に運転を開始する予定。

（平成23年6月3日付け電気新聞3面より）
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て大規模化したものがメガソーラーで、設備容量は1ヵ所で1000キロワット以上、

大きいものでは2万キロワットにもなります。

電力業界は震災前、2020年度（平成32年度）までに全国30地点で、合計14万キロ

ワットの太陽光発電設備を設置する計画を立てており、すでに21地点約10万キロワ

ットについて具体的な計画が公表されていました。昨年までには関西電力や沖縄電

力などで5地点１万3000キロワットがすでに運転を開始しています。

年明け以降も中部電力が飯田市に、関西電力が堺市に新たに運開させたほか、震

災後には北陸電力が志賀町・富山市で、北海道電力が伊達市でそれぞれ出力1000キ

ロワットのメガソーラーを運開させています。東京電力も上記の記事にあるように、

今年度中に3地点3万キロワットを予定通り運開させることで、今後の貴重な戦力と

して期待が高まっています。昨今、電力業界全体が再生可能エネルギーに否定的で

あるかのような論調が一部報道では見られますが、電力系統の安定とバランスを取

りながら（後述）、着実に太陽光発電の普及を進めていく考えでした。
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◆全量買取制度で普及を下支え
ただ、東日本大震災後、よりクリーンで安全な電力を求めて、従来にも増して、

再生可能エネルギーの比率を急激に大きく伸ばそうという動きが活発になっていま

す。その旗振り役となっているのが、菅直人首相と情報通信大手・ソフトバンクの

孫正義社長です。

菅首相は5月、再生可能エネルギーを2030年までに20％まで引き上げるエネルギ

ー基本計画について、2020年代の早い時期に前倒しし、太陽光の発電コストを大幅

に引き下げ、基幹エネルギーに据えると表明しました。また、孫氏は同月、34の道

府県と共同で、自然エネルギーの普及に向けた協議会を、7月をめどに設立すると

発表しました。当初は約2万キロワットのメガソーラーを全国10カ所程度設置する

計画を立てているほか、休耕田や耕作放棄地にメガソーラーを設置する「電田プロ

ジェクト」などによって2020年までに太陽光、風力、地熱といった再生可能エネル

ギーによる発電力を1.5億キロワット設置可能とする壮大なものです。

これらの計画の下支えとなるのが、すでに政府が閣議決定し、国会に提出してい

る再生可能エネルギーの全量買取制度です。太陽光サーチャージ制度を大幅に拡充

し、クリーンエネルギー5分野（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）の発電

全量を電力会社が買い取ることを義務付けるものです。特に太陽光発電は1キロワ

ット時あたり42円と優遇されている（他のエネルギーは同15～20円）のが特徴とな

っています。

この制度の下敷きとなっているのが、以前のこのコーナーでも触れました「太陽

光発電余剰電力買取制度」です。この制度によって太陽電池の出荷は飛躍的に伸び、

2010年の国内出荷は前年度比70.5％増という好影響を与えました。これを大規模発

電まで広げ、再生可能エネルギーを飛躍的に増加させるのが政府の狙いです。

◆スペインでは太陽光バブルも
実はこの政策をいち早く実現した国が、南欧の太陽の国、スペインです。全量買

取制度、補助金支給、さらには一定以上の建物の新築・改築に太陽光パネル設置を

義務付けたことにより、参入業者が急増する「太陽光バブル」となり、2008年には

太陽光発電導入量は520万キロワットと一躍世界一に躍り出ました。しかし、政府

の財政的負担が大きくなりすぎ買取価格を約70％切り下げたことからバブルは崩

壊、翌年度の新規導入は6分の1に落ちこむということも起きています。ただ、これ

らの政策が、太陽光発電の新規導入を大きく促すことにつながることは間違いあり

ません。

ニュースの深層
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◆大量導入時の系統安定に不安も
ただ、全量買取制度に関する法案は、まだ国会論議も始まっていない状態です。

近い将来の辞任を表明している菅首相は、任期中の同法案の成立に強い意欲を見せ

ていますが、法案の成否には不透明感があります。この法案が成立しなかった場合、

恵まれた買取価格を期待してメガソーラー立地に名乗りを上げている陣営にとって

は画餅に帰すことになります。

また、実際に導入された際には、メガソーラーの出力変動が、電力系統の安定運

用に影響を及ぼす恐れがあります。電力業界は今年度までの3年間、太陽光発電の

大量導入時の出力変動について研究を実施中です。その結果、中部地域41カ所で測

定した日射量計のデータを分析すると、個別地点では日射量が大きく変動するもの

の、全地点の総合では変動幅が小さくなり、一定の平滑化が期待できることが明ら

かになりました。これらのデータを基に、電力会社では火力などのほかの発電所の

出力を調整しながら、需要と供給を時々刻々とバランスさせ、電力の安定供給を確

保していくことにしていました。

しかし、従来の計画を超える太陽光発電所が運開し、全量買取制度によって必ず

これらの電力を購入しなければならなくなると、この調整が難しくなることも考え

られます。電力供給に責任を持つ電力会社としては、慎重な系統運用が求められる

ことになるでしょう。

そして、もう1つは、電力会社の全量買取の代金は、すべてわたしたち利用者の

電力料金に跳ね返ってくることです。現在の「太陽光発電余剰電力買取制度」で行

われている太陽光サーチャージ制度（2011年度の場合、標準家庭の負担額は月額2

～21円）と同じように、最終的には利用者負担となります。前述の通り、太陽光発

電の買い取り価格は高く設定されており、この負担はすべての利用者が平等に負担

することが原則です。「電力料金が少々高くなっても、クリーンな電気を使うため

にはやむをえない」というコンセンサスは、少なくとも現在の議論の中では話題の

中心となっていませんが、今後、必ず検証する必要が出てくるでしょう。

◆◆◆

いずれにしても、今後電力供給をどのように安定して行うか、そしてそのための

ベストミックスの方向性について国民的議論が必要となってくるでしょう。メガソ

ーラーへの機運がその議論のきっかけとなることを願ってやみません。
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経済産業省原子力安全・保安院　関東東北産業保安監督部によりますと、平成22

年度、同部管内における自家用電気工作物設置者から報告された電気事故のうち、

感電・アーク等による死傷事故は27件ありました。過去10年の平均値は1.1件下回

ったものの、平成21年度比では8件の増加となり、残念ながら、依然として事故が

なかなか減少しない現状が続いています。

月別に見ると、夏季期間中である6～8月の死亡事故がもっとも多い割合を占めて

います。つきましてはこの死傷事故が増加する期間である今こそ、次に上げる事故

防止のための6項目について真剣に考え、事業者が従業員と一体となり取り組むこ

とで、悲惨な事故が二度と起こらないよう取り組んでいく必要があります。

まもなく8月の電気使用安全月間を迎えます。この月間に取り組むに当って、事

前にさまざまな安全項目について、総点検を行っておきましょう。

感電・アーク等による感電・アーク等による
死傷事故を防止しましょ死傷事故を防止しましょうう！！



■ 感電・アーク等の死傷事故を防止するために

○点検または工事に必要な停電時間は十分ですか？

・最大限、充電部近接作業が生じないような十分な停電時間をとった上での作業

計画を立てて、工事を実施しましょう

○設備側の安全対策は万全ですか？

・断路器と遮断器のインターロックを行う、または充電表示器を設置しましょう

・人が触れる恐れのある充電部の防護対策（アクリル板カバーなど）を行いまし

ょう

・停電部と充電部に物理的隔壁を設けるか、または充電範囲を示す注意標識や、

作業区域図と充電範囲の掲示を行いましょう

感電・アーク等による死傷事故を防止しましょう！
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感電・アーク等による死傷事故を防止しましょう！
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○作業者側の安全対策は万全ですか？

・電気用ヘルメット、電気用長安全靴などの絶縁用防護具を着用しましょう。絶

縁防具を使用し、リストアラームなどの使用や着用を行いましょう

・高所作業時には安全帯を着用しましょう

・作業前には確実な検電を実施しましょう

○設備管理、作業管理は万全ですか？

・電気室のカギの管理をしっかりと行いましょう

・事前打ち合わせによって、作業者全員が作業内容を理解するようにしましょう

・作業者同士の間で綿密な連絡や連携を行う方法と手段を確保しましょう

・充電部近接作業時には単独作業は絶対に行わないようにしましょう

・予定外作業は絶対に行わないようにし、不測の事態が発生したときの対応方法

について周知しましょう

○マニュアル類は万全ですか？

・作業マニュアル、手順書、チェックリストなどによって安全確保が図れるよう

になっていますか？

・わかりやすいマニュアルになっていますか？

○安全教育・訓練が行われ、安全意識が浸透していますか？

・作業者の安全防具の着用や、検電の実施、予定外作業の禁止など、作業安全が

身についていますか？

・点検マニュアルや手順書による訓練が行われ、作業の理解が行き届いています

か？

・事故時の対応についてマニュアルや手順書が作成され、これをもとに教育・訓

練がされていますか？　またマニュアルや手順書などの有効性について検証し

ていますか？
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「本業を活かした社会貢献」

旅行会社が、5月の連休を利用したボ

ランティア体験ツアーを募集したとこ

ろ応募者が殺到したという話があるな

ど、休みを利用した東京などからの企

業勤務者で被災地はあふれかえったと

いいます。現地では、被災地を思う気

持ちはありがたいが、既に十分な数の

ボランティアを受け入れており、準備

がないところにゲリラ的に来られても

困るとの声もあったほどです。多少、

流行に流され気味なところがあります

が、社会貢献への人々の意識が変わっ

てきており、一般の人々が、困ってい

る人を助けたい、役に立ちたいという

思いを持ち、活動が広がってきていま

す。

日本でボランティア活動が盛んとな

る契機となったのは、平成7年1月17日

の阪神・淡路大震災です。死者5,000

人以上、20万以上の建築物損壊という

当時では戦後最悪の被害となった大災

害でしたが、震災発生後1カ月の間に1

日あたり約2万人のボランティアが被

災地で活動しており、この年は「ボラ

ンティア元年」と名付けられています。

参加者の多くがボランティア未体験

で、また20代以下の若年層が過半数を

東日本大震災の報道等で、ボランテ

ィアの活動が大きく取りあげられてお

り、社会貢献への人々の意識が変わっ

てきています。また、被災者支援や社

会貢献をコーディネートする様々な仕

組みができつつあり、人々や企業の想

いを支援に結び付けています。本業を

通じて社会へ貢献することが大いに評

価されつつあり、社会貢献のあり方が

変わってきています。社会貢献したく

ても資金も人も出せない中小・小規模

企業でも本業を通じて社会貢献ができ

る環境が整いつつあります。

被災者へのボランティア支援活動

東日本大震災によって、死者、行方

不明者は2万人以上、建築物の全壊・

半壊は合わせて18万戸以上という大被

害を受けました。被災地は大津波によ

ってもたらされた泥やがれきに覆わ

れ、惨憺たる状況で、復旧には多くの

人手が必要でした。そんな状況がテレ

ビ等で報道されると、全国から大勢の

ボランティアが駆け付け、被災地にお

いて泥やがれきの除去、被災家屋の片

付け、炊き出しなどの多様な活動を行

って、被災地の復旧を支援しました。
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占めていたことから、必ずしもボラン

ティアの思いが被災地のニーズにつな

がらなかったケースも見られました。

ボランティアの善意による思いと被災

地のニーズをマッチングさせる社会的

な仕組みが未発達なことが明らかにな

り、災害ボランティアのネットワーク

を支援する必要性が高まりました。

このようなボランティア活動を総合

的に支援する社会的な必要性の高まり

から、全国各地で支援組織やネットワ

ークづくりが進められました。その先

駆けとして、神奈川県では横浜駅近く

の県民センターに「かながわ県民活動

サポートセンター」を平成8年に開設

しました。センターの運営方針には次

のような記述があります。

・「活動の場の提供」及び「活動のた

めの情報の提供」を通して、それぞれ

の活動がさらに発展するように支援を

行う。

・協働の拠点として、ボランタリー団

体等と県の機関との協働を積極的に推

進し、ボランタリー団体等や企業との

ネットワーク構築を促進する。

これらを定め、ボランタリー活動を

総合的に支援する拠点施設として整備

しており、全国のモデルセンターとな

っています。同センターは、活動の一

環として、ボランティアを募集し、東

日本大震災の被災地での被災家屋の片

付けや泥だしなどを手伝っています。

災害支援の社会的な仕組みの整備

大規模災害時には、被災地に必要な

支援物資がなかなか届かない、逆に特

定の地域に集中して山積みになるな

ど、円滑な支援ができないケースが多

く発生しがちです。しかしながら、平

成7年の阪神・淡路大震災、平成16年

の新潟県中越地震で経験した支援体制

づくりのノウハウが、このたびの東日

本大震災にも活かされています。東日

本大震災発生直後に、神戸市職員や神

戸のボランティア団体らがいち早く被

災地に駆け付け、避難所運営の指導や

被災者の炊き出しの手伝いなどで協力

しています。神戸市は避難所の支援要

員を多数派遣し、支援物資の分配やト

イレなどの衛生管理、高齢者・障害者

ら災害弱者のケアなどのノウハウを伝

授しています。なお、兵庫県は、平成

14年に5階建の「阪神・淡路大震災記

念　人と防災未来センター」をつくっ

ています。これにより、大震災で起き

たことを後世に伝え、災害防止のため

の知恵や知識を情報発信して、災害に

強いまちづくり、地域づくり、啓蒙活

動を行なうとともに、災害発生時には

いち早く駆けつけて、助言と支援活動

を行ないます。

公益社団法人シビックフォース（緊

急即応チーム）は、地震などの大災害

に対して、NPO、企業、行政、住民

組織などとの連携によって迅速で効果
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的な被災者支援を行なうためのプロフ

ェッショナル組織として設立されてい

ます。そのもとになったのは、新潟県

中越地震でのボランティア活動で実体

験した行政との連携の重要性、企業サ

ポーターの力強さの再認識だとして、

大西健丞代表理事は同法人のウェブサ

イトで次のように語っています。

「災害支援にかかわるさまざまな組

織が日ごろから連携を密にし、支援の

想定プランを確認しあっておけば、い

ざというときにスムーズな対応がで

き、より多くの被災者のニーズにこた

えることができます。シビックフォー

スはそのための調整機関であり、情報、

人、資金、物資などのリソースを集約

したプラットフォーム（土台）の役割

を果たそうとしています。」

同法人は、緊急事態発生時に、市民

社会（NPO･NGO）との災害支援活動

調整、政府・地方自治体との緊急時支

援調整を行なって迅速な支援活動につ

なげています。また、企業サポーター

とは、社員の被災地ボランティア派遣、

災害時の商品やサービス提供、運営費

拠出で連携しています。これらの連携

先と、緊急時の対応ばかりでなく、平

常時から即応体制準備、事前調整を行

なっています。このような平常時から

の行政・企業の連携の仕組みを生か

し、大震災の発生翌日にはヘリコプタ

ーで宮城県上空から視察を行い、翌々

日には空路・陸路から物資とスタッフ

の派遣を開始しています。同法人は、

5月末時点で次のような救援物資配送

の活動報告を行なっています。

「4トントラック160台で食料約88万

食分、衣料約18万点を含む計546品目

にわたる物資をご提供できました。そ

の中には、140社の法人より無償で物

資をご提供いただいています」

本業を通じた社会貢献

株式会社パン・アキモト（本社栃木

県）の秋元社長は、「救缶鳥プロジェ

クト」による社会的事業が認められて

「中小企業庁長官賞」を受賞していま

す。「救缶鳥プロジェクト」とは、行

政や企業などが備蓄している「パンの

缶詰」を賞味期限（3年）前に回収し

て日本国際飢餓対策機構等を通じて世

界の飢餓に苦しむ人々に届ける活動で

す。

秋元社長は、阪神・淡路大震災の時

に救援物資として自社のパンを被災地

に送りましたが賞味期限内に届かず、

一部廃棄されてしまったのがきっかけ

で、試行錯誤の末に平成7年春、おい

しい「パンの缶詰」の開発に成功しま

した。

「パンの缶詰」を保存食として販売

したところ好評で、平成17年には 沖

縄工場で製造を開始し、米国衛生局認

定工場となり、平成21年にはディスカ

バリーに搭載されて宇宙食となりまし

た。
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中小企業診断士は、様々な経営課題に対応するための診断・助言を行う国家資格の専門
家です。多数の経営コンサルタントが中小企業者のために活躍しており、中小企業診断協
会のホームページで紹介を受けられます。

http://www.j-smeca.jp/index.html「中小企業診断士のご紹介」

河 野 建 次 （こうの・けんじ）

中小企業診断士・経営コン
サルタント。平成６年に中
小企業診断士資格を取得し、
平成14年に独立。組織活性
化支援を専門として活動し
ている。現在、中小企業診
断士で組織する特定非営利

活動（NPO）法人「経営品質イニシアティブ」
専務理事を務める。東京都八王子市在住。

＜連絡先＞kenji-kouno@nifty.com

「救缶鳥プロジェクト」に参加する

企業は、「パンの缶詰」を購入して２

年間非常食として自社で備蓄利用し、

その後に宅配便で再購入と同時に回収

を受けるシステムになっています。非

常食を賞味期限経過後に廃棄しなくて

済み、なおかつ社会貢献できる仕組み

になっており、これまでに2,000以上

の参加組織を得ています。東日本大震

災被災地へ義援パンを送るプロジェク

トも立ち上げています。

手軽に参加できる社会貢献

先日訪問した福祉法人の障害者授産

施設では、施設長が先頭に立って救援

物資を被災地に届けていました。しか

し、社会貢献したくても資金も人も出

せない中小・小規模企業は被災地に直

接的な支援を行なうのは困難が伴いま

す。資金も人もなくても、上記で紹介

しましたようなネットワークを活用し

て社会貢献することができます。自社

が持っている経営資源の何をどう活用

すれば社会的なニーズに応えられるか

を検討し、それを提供することで、本

業を通じて社会貢献ができます。提供

するにも資金が必要ですが、無償とは

限りませんので、相談してみるとよい

です。さらには、パン・アキモトのよ

うに、社会貢献の発想に立った商品・

サービスを工夫して開発することがで

きれば、社会から評価され、会社が変

わり発展することができます。
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◎関東各地で通常総代会を開催
全関総会に先立ち、関東各都県の電気工事工業組合は
各地で総代会を開き、平成22年度事業報告及び決算
報告、ならびに平成23年度事業計画および予算案な
どについて審議し、いずれも承認を得た。

千葉県電気工事工業組合（嶋野貞雄理事長）は5月17日、千葉市中央区の京葉銀

行文化プラザで、第46回通常総代会を開催した。役員改選の結果、理事長には嶋野

氏を再任した。任期は2年。

総代会の冒頭、震災で亡くなられた方々等に黙祷をささげた後、審議に移った。

冒頭、あいさつした嶋野理事長は「東日本大震災の影響も大きくマイナス予算の中

でスタートした平成23年度だが、千葉県も被災地域の一県として一致団結してこれ

にあたっていきたい」と述べ、基本に立ち返り千葉県のお客さまに安定した電気設

備供給をおこなうことの大切さを再確認した。

なお、総代会後の懇親会は、被災地支援の意味合いから例年より質素に実施。福

島・宮城などの被災地を中心とした東北の食材・酒などを用意して、支援の一助と

した。また募金箱を設置して義援金を募った。

嶋野理事長を再任千　葉

嶋
野
理
事
長
の
あ
い
さ
つ
を
真
剣
に
聞
く
組
合
員

あ
い
さ
つ
す
る
嶋
野
理
事
長
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埼玉県電気工事工業組合（小澤浩二理事長）は5月20日、さいたま市大宮区のラ

フォーレ清水園で第46回通常総代会を開催した。役員改選の結果、理事長に小澤氏

を再任した。

審議に先立って、東日本大震災で亡くなられた方々に対して、黙祷がささげられ

た。審議に先立ちあいさつした小澤理事長は「発注者の東京電力は苦しい状況にあ

るが、その苦しみはわれわれの苦しみであり、電力の立場を理解して行動して欲し

い。すべてに全力を傾けて今後もやっていく」とした上で、次世代に向けた後継者

教育も行っていきたいと考えを示した。その上で「決算書はわれわれ執行部の通信

簿。より良い組合運営のために討議して欲しい」と述べた。

後継者育成にも努力埼　玉

東京都電気工事工業組合（中川正則理事長）は5月23

日、東京都千代田区のホテルメトロポリタンエドモン

トで第47回通常総代会を開催した。役員改選では理事

長に中川氏を再任した。

冒頭、震災被災者に対して黙祷がささげられた。引

き続き中川会長が壇上に立ち「被災地の早い復旧と復

興をみなさまとともに祈念したい。東京電力のみなさ

まは大変な環境下にある中、わたしたち組合の運営も

今後厳しくなることだろうが、むしろ電力とより密接

電力との関係、より密接に東　京

総
代
会
に
先
立
ち
、
震
災
で
亡
く
な

ら
れ
た
方
々
を
祈
っ
て
黙
祷
が
行
わ

れ
た

あ
い
さ
つ
す
る
小
澤
理
事
長

あ
い
さ
つ
す
る
中
川
理
事
長



－15－

地協だより

千葉県電気工事工業組合（嶋野貞雄理事長）の青年部会（植草宏介会長）は5月

21日、千葉市中央区の三井ガーデンホテル千葉で、青年部会設立20周年記念大会を

開催した。本来は大会に合わせて記念品や記念誌の作成を予定していたが、東日本

大震災により、東北地方と同様に千葉県でも津波による大きな被害があったことか

ら、これら予算を義援金とし、「被災地とともに頑張ろう」という一致団結した姿

勢を打ち出した。

千葉電工組青年部会は平成3年に発足。この日は多くの来賓に加え、青年部OB、

現役会員が出席し、20年の歴史を振り返った。冒頭あいさつした植草会長は今日ま

での青年部会の歩んだ軌跡を振り返り、OBや関係者への感謝の意を述べるととも

に、「『千葉県ネットワーク強化』を合言葉に人材育成や技術力の向上に努め、ます

ますの発展を期したい」と抱負を語った。

式典では来賓や歴代青年部会会長

のあいさつのほか、記念イベントと

して『結束！千葉県青年部会』と題

した「青年部会20年の歴史映像」と

「ベリーダンス」が披露された。ま

た今年11月に千葉県成田市で開催さ

れる全関青年部会会員大会の紹介、

さらには東日本大震災への募金活動

が行われた。

青年部会が設立20周年記念大会千葉地協

な信頼関係を築いていきたい」

と述べた。また一時的な資材の

不足について触れ「不要不急の

買い占めは止め、必要なものを

必要なだけ確保し、譲り合って

協力して行こう」と組合員の団

結を促した。

中
川
理
事
長
の
主
要
議
案
説
明
を
受

け
る
組
合
員

あ
い
さ
つ
す
る
植
草
青
年
部
会
長
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価格の動き

（円） 

 11 11 11 11 11 11 （年） 
 1月 2月 3月 4月 5月 6月 

95万 

90万 

85万 

80万 

75万 

70万 

65万 

60万 

55万 

50万 

45万 

40万 

35万 

30万 

826,300

838,500

768,300

772,700
833,600

863,100

ガス管（配管用炭素鋼鋼管）価格
（建設物価調査会・0月上旬東京調べ）

主要電設資材（電線・ガス管）と銅建値の情報

過去半年の国内銅建値の推移
（月平均・6月は24日まで）

＜震災需要は落ち着く＞

大型連休中の銅価下落を受けメーカ

ー・流通筋は仕切り価格を引き下げ。

震災による一時的な需要拡大は落ち着

きを見せ、今後需要家の値下げ要求が

予想されるが、交渉は難航の見込み。

銅建値は安定した推移しており、目先

横ばい推移の公算。

IV1.6mm単線、 23.3円／m（↓1.3円）電線（600Vビニル絶縁電線）価格
（建設物価調査会、6月10日東京調べ）

＜大口需要少なく荷動き低迷＞

11カ月連続で前月比変わらず。震災

復旧関連の配管改修工事の引き合いは

若干見られるが、プラント・建築など

大口需要は少なく、依然荷動きは低迷。

メーカー各社は原材料価格高騰から値

上げを打ち出したが、浸透には時間が。

先行き、横ばいで推移か。

白ねじ付き管（50A・4ｍ）4,390円（±0円）ガス管（配管用炭素鋼鋼管）価格
（建設物価調査会、6月10日東京調べ）

＜資源ナショナリズム台頭に不安感＞

6月銅建値は76～79万の狭いレンジで

の推移。米国の景気回復遅れ、ギリシャ

のデフォルト観測から月後半には一時低

水準に振れた。一方、チリの鉱山ストに

加え、銅生産世界2位のペルーで左派系

候補者が大統領選に当選、資源ナショナ

リズム強化への不安から安定した銅供給

に懸念も。目先強含みの展開か。

77万円／t（↓1万円）国内電気銅建値
（日本鉱業協会、6月24日調べ）

価格の動き2011年6月




